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は じ め に
2017 年⚕月 24 日，司法院1)大法官2)は，司法院釈字第 748 号解釈3)（以下
⚑） 台湾では，司法院が「国家最高の司法機関であり，民事，刑事，行政訴訟の審判及び公務員
の懲戒を掌理」（中華民国憲法 77 条）し，「法律が憲法に抵触するか否かの疑義が生じたとき」
に「憲法を解釈し，且つ法律及び命令を統一解釈する権限を有する」（同 78 条，171 条⚒項）。
しかし実際に，「民事，刑事，行政訴訟の審判及び公務員の懲戒」を管轄するのは，司法院の司
法行政権の下にある最高法院，最高行政法院，公務委員懲戒委員会であり，「憲法を解釈し，且
つ法律及び命令を統一解釈する」のは，司法院の下にある大法官である。大法官は，この他に
「憲法法廷を組織し政党の違憲による解散事項を審理する」（中華民国憲法追加修正条項⚕条⚔
項）ことになっている。
⚒） 司法院大法官による憲法解釈については，第⚑に「法律が憲法に抵触するか否かの疑義が生
じたとき」に「憲法を解釈し，且つ法律及び命令を統一解釈する権限を有する」（78，171 条⚒
項）のは，「民事，刑事，行政訴訟の審判及び公務員の懲戒」（77 条）を管轄する最高法院，最
高行政法院，公務員懲戒委員会ではなく，司法院大法官であると規定し，第⚒に「法律が憲法
に抵触したときは，無効とする」（同 171 条⚑項）とし，憲法解釈の具体的な対象を「憲法の適
用に関して疑義が生じた事項」，「法律或いは命令の憲法との抵触の有無に関する事項」，「省自
治法，県自治法，省法規及び県規章の憲法との抵触の有無に関する事項」（司法院大法官審理案
件法⚔条⚑項）と規定しており，具体的な事件性や争訟性を要件としていないことを踏まえる
と，抽象的違憲審査制に属するということができよう。
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「本解釈」という）を示した4)。そこでは，「性別を同じくする両者が共同生活
を営む目的で，親密性と排他性を具える永久の結合関係を成立させることを認
めない」中華民国「民法第⚔編親族第⚒章婚姻の各規定は」，「憲法 22 条の保
障する人民の婚姻の自由及び⚗条の保障する人民の平等権の趣旨に反する」の
で，「関係機関は，本解釈公布の日から⚒年以内に，本解釈の趣旨に基づき関
係する法律を改正或いは制定しなければならない」と判示された。
その後，台湾の立法院は，2019 年⚕月 17 日，本解釈に基づき同性婚に関す
る特別法として司法院釈字第 748 号解釈施行法5)（以下「本法」という）を可決
した。台湾では，本法が⚕月 22 日に公布され，⚕月 24 日に施行されたことに
より，同性婚制度が実施され，同性カップルの婚姻届が戸政機関（戸籍や住民
票を管理する行政機関）に受理されるようになった。
しかし，司法院大法官によって本解釈が示されてから，立法院において本法
が可決されるまでの道のりは，決して平坦なものではなかった。本解釈を受け
て，蔡英文総統は，民法改正を目指した。しかし，与党・民主進歩党（民進
党）内で同性婚に対する態度に食い違いが生じ，民法を改正するのか，それと
も特別法を制定するかをめぐり対立が激化していった6)。こうした状況の下，
2018 年 11 月 24 日，統一地方選挙と同時に国民投票〔公民投票〕7)（以下，中国
語の原語は〔 〕で示す）が実施された。行政院は，その結果を踏まえ，民法
を改正するのではなく，特別法として司法院釈字第 748 号解釈施行法案（以下
「本法案」という）を立法院に送付した。これに対して，同性婚反対が多数者の
民意であると解する次世代幸福聯盟〔下一代幸福聯盟〕（以下「幸福聯盟」とす
⚓） 司法院釈字第 748 号解釈は，司法院大法官ウェブサイト（http://cons.judicial.gov.tw/jcc
/zh-tw/jep03/show?expno=748）参照。
⚔） 司法院釈字第 748 号解釈については，鈴木賢「アジアで一番乗り，台湾で同性婚実現へ
台湾司法院大法官第 748 号解釈を読み解く」法律時報 89 巻⚙号（2017 年）⚔頁，蔡秀ᷭ「台
湾でアジア初の同性婚の法的保障へ 民法が同性婚を認めていないことは違憲だとする大法
官第 748 号解釈」法学セミナー 753 号（2017 年）⚑頁，松井直之「台湾における同性婚の憲法
適合性 中華民国憲法における『婚姻』の自由と平等権の関係」比較憲法学研究 31 号（2019
年）75 頁参照。
⚕） 司法院釈字第 748 号解釈施行法の条文は，全國法規資料庫ウェブサイト（https://law.moj.g
ov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=B0000008）参照。
⚖） 謝雅柔「蔡英文傾向同婚修民法 民進黨內恐掀風暴」中國時報 2017 年⚕月 31 日（https://w
ww.chinatimes.com/realtimenews/20170531001760-260407?chdtv）参照（閲覧日：2019 年 12
月⚖日）
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る）8)と野党・国民党は，同性パートナーシップ関係を保障する公民投票第 12
案施行法案（以下「反対案」という）を立法院に提案した。民進党と国民党の
折り合いがつかないことから，超党派の立法委員らは，上記の⚒つの法案を合
併した司法院釈字第 748 号解釈及び公民投票第 12 案施行法案（以下「折衷案」
という）を立法院に提案した9)。本解釈が判示した 2019 年⚕月 24 日という立
法期限が迫るなか，立法院での法案審議において，国民党が反対意見を表明す
るだけでなく，同性婚を推進する民進党の中からも反対意見が噴出するといっ
た激しい議論の末，本法は可決されたのである。
こうした台湾の状況に直面し，私たちは，家族のあり方が急激に多様化して
いる現在において，性的マイノリティの生き方をいかに保障するか，家族とは
そもそも何かという課題に真剣に取り組むことが求められている10)。例えば，
渋谷秀樹教授は，婚姻を包摂する家族を社会における基礎的な団体と捉え，家
族という結社を形成する自由（日本国憲法 24 条⚑項）を結社の自由（日本国憲
法 21 条⚑項）の特別法として位置付けることを主張している11)。このような
⚗）「台湾でレファレンダムを意味する『公民投票』には『全国性公民投票』と『地方性公民投
票』の⚒種類あり，前者は日本でいう国民投票，後者は住民投票に相当する」（松本充豊「台湾
における選挙管理」交流 929 号（2018 年）33 頁 脚注 14）。2018 年 11 月 24 日に統一地方選挙
と同時に実施された公民投票は，全国性公民投票なので，本稿では国民投票と記す。
なお，〔全国性公民投票〕と〔地方性公民投票〕の両者を合わせていう場合は公民投票と記
し，〔全国性公民投票〕と〔地方性公民投票〕の両者について規定する〔公民投票法〕は，公民
投票法と記す。
⚘） 幸福聯盟とは，「2013 年くらいから活動を始めたキリスト教関係者を主体とする民間団体
で，『家族の価値と次世代の幸せを尊重する愛家団体』と自己規定する」（鈴木賢「台湾の同性
婚法制化から何を学ぶか 第⚔回：国民投票での大敗北——アンチ派との最後の攻防」
TOKYO RAINBOW PRIDEウェブサイト（https://tokyorainbowpride.com/magazine/column
essay/15535/）（閲覧日：2019 年 12 月 18 日））。
⚙） 蔡秀ᷭ「台湾でのアジア初の同性愛者婚姻法の制定」法学セミナー 775 号（2019 年）⚒頁
参照。
10） 渋谷秀樹 =赤坂正浩『憲法Ⅰ 人権』〔第⚗版〕（有斐閣，2019 年）257 頁（渋谷秀樹執筆）。
11） 渋谷秀樹『憲法』〔第⚓版〕（有斐閣，2017 年）458 頁以下参照。他にも，初宿正典教授は，
「憲法が自由で平等な個人の人的結合の最小単位として保護しようとしているのは家族であり，
家族における（家族を通じての）生活が，人間の幸福追求にとってきわめて基礎的で重要な意
味をもち続けていることは疑いえないであろう」と解し，家族を「もっとも小さな人的結合体」
と捉え（初宿正典『憲法⚒ 基本権』〔第⚓版〕（成文堂，2010 年）311-312 頁），岡田順太教授
も，結社の自由（憲法 21 条⚑項）を関係性の一般規定と捉え，親密な人的結合の自由（親交の
自由）を結社の自由に含むと積極的に解している（岡田順太『関係性の憲法理論』（丸善プラネ
ット，2015 年））。
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主張に対しては，当然，学説からの批判もある12)が，その背景には，国家と
個人の中間に位置する団体の⚑つである家族が，急激に多様化しているなか
で，国家や構成員たる個人に対して如何なる関係性にあるのかという問題意識
があるように思われるのである13)。
本稿では，こうした問題意識の下，台湾において本解釈が示され，国民投票
が実施され，本法が制定されるまでの過程に着目し，この過程で何が問題提起
され，どのように議論されたのかに焦点を当てることで，司法院大法官は，世
論が政治的に大きく対立する事柄に対して，どのように憲法判断を行うべきな
のかということについて考察していきたい。
⚑．司法院釈字第 748 号解釈
1.1 憲法上の権利としての「婚姻」の自由
本解釈の解釈理由書（以下「本解釈理由書」という）14)は，まず，中華民国憲
法に明文規定のない婚姻の自由が「憲法上の権利」として保障されることを次
のように説明する。「婚姻適齢に達した配偶者のいない者は，本来，婚姻の自
由を有」する。そして，この婚姻の自由には，「『結婚するか否か』と『誰と結
婚するか』の自由が含まれる（第 362 号解釈参照）」。その上で，本解釈理由書
は，これらの「結婚するか否か」と「誰と結婚するか」という「自己決定は，
人格の健全な発展と人間の尊厳を守ることに関わり，重要な基本権（a fun-
damental right）であ」る，と判示する。確かに，「結婚するか否か」と「誰と
12） ⁋村みよ子『憲法と家族』（日本加除出版，2016 年）147 頁参照。
渋谷教授も自ら指摘しているが（渋谷秀樹『日本国憲法の論じ方』〔第⚒版〕（有斐閣，2010
年）262 頁），「結社とは，人びとが自発的に結集して選択的・人為的に作り上げた組織体であ
る。したがって，選択不可能な自然的・生物的結合体である血縁集団は結社には含まれない」
（阪本昌成『憲法理論Ⅲ』（成文堂，1995 年）148 頁）。したがって，「とくに表現活動を目的と
せず，ただ個人間の親密な交わりを目的として人々が結集し，交流する」ような「結社は，個
人の自律の現れとして，憲法 13 条前段の保護を受けるものと考えられる」（長谷部恭男『憲法』
〔第⚗版〕（新世社，2018 年）230 頁）。
13） 安念潤司「憲法問題としての家族」ジュリスト 1022 号（1993 年）46 頁，中山茂樹「家族と
憲法：何が憲法上の問題となるのか」比較憲法学研究 31 号（2019 年）103 頁参照。
14）「大法官の決議する解釈文は，解釈理由書を添付し，各大法官による当該解釈に対する協同
意見書，或いは不同意意見書と共に，司法院により公布され，当該申請者及び関係者に通知さ
れなければならない」（司法院大法官審理案件法 17 条）。
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結婚するか」は，「家族の形成・維持にかかわる事柄」であり，「個人が自己の
人生を築いていくうえで基本的重要性をもつと考える事柄」である15)。この
点を強調することで，「結婚するか否か」と「誰と結婚するか」を保護範囲に
含む婚姻の自由は，「個人の人格的生存に不可欠な重要事項についての自己決
定権」16)として憲法上保障される，と解することになるのである17)。こうした
見解を踏まえ，本解釈理由書が中華民国憲法において明文化されていない婚姻
の自由を，「憲法上の権利」として，中華民国「憲法 22 条の保障を受けるべき
である」と解したことは，妥当な解釈であるといえよう。
1.2 親密性と排他性を具える永久の結合関係
その上で，本解釈理由書は，司法「院は，性別を同じくする両者が婚姻でき
るか否かにつき解釈を行っていない」との認識を示す。確かに，司法「院は，
従来『一夫一妻』，『一男一女』に関する解釈」，つまり「異性婚の文脈でなさ
れた解釈」だけを行ってきた。
しかしながら，司法院大法官の憲法解釈における婚姻概念には，異性婚であ
ろうが，同性婚であろうが，共通する要素を見出すことができる。すなわち，
異性婚の文脈でなされた第 554 号解釈は，その解釈理由書において，婚姻を
「一夫一妻が永久に共同生活を営み，双方の人格を実現，または発展させるこ
とのできる生活共同体である」と捉えている。他方で，同性婚の文脈でなされ
た本解釈も，本解釈理由書において，婚姻を「親密性と排他性を具える永久の
結合関係を成立させること」と捉えている。これらの憲法解釈に共通する要素
を抽出すると，司法院大法官は，婚姻を「親密な人的結合」18)と解していると
いうことができるのである。
15） 佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂，2011 年）188 頁。
16） ⁋村みよ子『憲法』〔第⚖版〕（日本評論社，2018 年）150 頁。
17）「自己決定権とは，文字どおり『自分のことは自分で決められる権利』と位置づけられ，憲
法上の人権論においては，人格的利益説と一般的自由説のふたつの立場を中心に，議論が展開
されてきた」（國分典子「性同一性障害と憲法」愛知県立大学文学部論集日本文化学科編 52 巻
（2004 年）⚙頁）。人格的利益説と一般的自由説を中心に展開されてきた自己決定権に関する議
論については，例えば，戸波江二「自己決定権の意義と範囲」法学教室 158 号（1993 年）36
頁，松井茂記「自己決定権」長谷部恭男編『リーディングズ現代の憲法』（日本評論社，1995
年）61 頁参照。
18） 竹中勲「親密な人的結合の自由」法学教室 176 号（1995 年）49 頁以下参照。
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そして，本解釈理由書は，そのような「親密で排他的な永久の結合を成立さ
せる要望，能力，意志，渇望等の生理的及び心理的要素からいうと，その不可
欠性は，性的指向が同性に向く者と異性に向く者との間に違いがな」いと結論
付ける。つまり，司法院大法官は，「人は，intimate な結合関係を，いかなる
保護も強制もなく自由に取り結んでよい」19)と解しており，「個人が誰といか
なる結合関係を取り結ぶかを各人の自由に委ね」る「契約的家族観」20)を重視
しているということができるのである。
1.3 性的指向が同性に向く者の別異取扱いの合理性の有無
もっとも，本解釈理由書は，「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成
立させること」であれば何でも憲法上保障されることになるという結論を避け
るために，性的指向が同性に向く者の「親密性と排他性を具える永久の結合関
係を成立させること」に対する別異取扱い（同性婚の否定）に合理的な理由が
あるか否かを慎重に判断する。その際に，本解釈理由書は，性的指向が同性に
向く者の「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成立させること」に対す
る別異取扱いについては，「より厳格な審査基準〔較為厳格之審査標準〕を適
用して，その合憲性を判断しなければならないという。そもそも「性的指向
は，改めることが難しい個人の特徴（immutable characteristics）であ」り，
「性的指向が同性に向く者は，過去に社会の伝統や習俗に受入れられず，長き
に渡り閉じ込められ，事実上や法律上の排除や差別を受けて」おり，「人口構
造の要素から社会的に孤立し断絶した少数者となり，紋切り型の印象から政治
的に弱者とな」ってきたからであり，そのため「民主的な手続を通じて」，性
的指向が同性に向く者に対する「法律上の劣位を是正することは難しい」から
である。これらの点を踏まえ，本解釈理由書は，性的指向が同性に向く者の
「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成立させること」に対する別異取
扱いについて，「その目的は重要な公共の利益を追求するものでなければなら
ず，その手段は目的を達成するために必要な実質的関連性を有しなければなら
ない」と判示するのである。
19） 安念潤司「『人間の尊厳』と家族のあり方 『契約的家族観』再論」ジュリスト 1222 号
（2002 年）23 頁。
20） 安念潤司「家族形成と自己決定」岩村正彦ほか編『岩波講座現代の法 14 自己決定権と法』
（岩波書店，1998 年）135 頁。
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そこで，本解釈理由書は，民法の「婚姻章は，異性の両者の婚姻に子を産む
〔生育〕能力を具えていなければならないという要件を規定せず，婚姻後に子
を産むことができないこと，子を産まなかったことを婚姻の無効，取消，裁判
離婚の事由として規定していない」ことに着目し，「子孫を残すことが婚姻に
不可欠の要素ではないことを示すものである」と解する。そして，「性別を同
じくする両者の間に自然に子が産まれないという事実は，異なる性別の両者に
客観的に子が産まれないことや主観的に子を産まないことと同じである。故
に，子孫を残すことを理由に，性別を同じくする両者が婚姻できないとするこ
とは，不合理な差別的取扱いなのである」と結論するのである。
1.4 小 括
以上の本解釈理由書を踏まえると，本解釈は，婚姻を「親密性と排他性を具
える永久の結合関係を成立させること」と捉え，そのような婚姻をする自由が
「人格の健全な発展と人間の尊厳を守ることに関わり，重要な基本権（a fun-
damental right）であ」るから，憲法上の権利として，中華民国「憲法 22 条の
保障を受けるべきである」と解していることが分かる。
もっとも，本解釈は，中華民国憲法 22 条により保障される婚姻の自由を，
単なる「親密な人的結合の自由」として解していないことに注意すべきであ
る。本解釈理由書は，「親密で排他的な永久の結合を成立させる要望，能力，
意志，渇望等の生理的及び心理的要素からいうと，その不可欠性は，性的指向
が同性に向く者と異性に向く者との間に違いがな」いと判示する。性的指向が
同性に向く者が「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成立させること」，
つまり，法律上の制度としての「婚姻」（法律婚）は，性的指向が異性に向く
者にも保障されることになるのである。本解釈は，中華民国憲法 22 条により
保障される婚姻の自由を，「親密な人的結合の自由」のみならず，「婚姻制度へ
参加する自由」21)をも含むと解しているといえよう。
その上で，本解釈理由書は，「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成
立させること」であれば何でも憲法上保障されることになるという結論を避け
21） 佐々木くみ「婚姻の自由の憲法理論的研究に関する覚書」山元一 =只野雅人 =蟻川恒正 =中
林暁生編⁋村みよ子先生古稀記念『憲法の普遍性と歴史性』（日本評論社，2019 年）177 頁以下
参照。
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るために，次のように解する。性的指向が同性に向く者が「親密性と排他性を
具える永久の結合関係を成立させること」に対する別異取扱い（同性婚の否定）
に合理的な理由があるか否かについて，本解釈理由書は，①性的指向が「改め
ることが難しい個人の特徴（immutable characteristics）」であること，②性的
指向が同性に向く者が「長きに渡り」，「事実上や法律上の排除や差別を受け
て」おり，「紋切り型の印象から政治的に弱者とな」ってきたこと，③そのた
め「民主的な手続を通じて」，その「法律上の劣位を是正することは難しい」
ことから，「より厳格な審査基準〔較為厳格之審査標準〕」を適用して，その合
憲性を判断しなければならないとする。この審査基準に基づき，本解釈理由書
は，「子孫を残すことが婚姻に不可欠の要素ではないこと」から，子孫を残す
ことを理由に，性的指向が同性に向く者が「親密性と排他性を具える永久の結
合関係を成立させること」できないのは，不合理な差別的取扱いであると判示
するのである。
そして，本解釈理由書は，「性別を同じくする両者の婚姻の自由」が「法律
により正式に承認されることで，異性婚と共に安定した社会の強固な基盤とな
ることができる」と主張する。
以上のように，婚姻の自由が「人格の健全な発展と人間の尊厳を守ることに
関わり，重要な基本権（a fundamental right）であ」ること等を踏まえて，本解
釈は，このような「婚姻の自由の平等な保障を達成」するために「いかなる方
式（例えば，民法の婚姻章を改正する，民法の親族Ἣに新たな章を設ける，特別法
を制定するなど）」を採用するかは「立法院の裁量の範囲に属する」が，「関係
機関は，本解釈公布の日から⚒年以内に，本解釈の趣旨に基づき関係する法律
を改正或いは制定しなければならない」と立法裁量を強力に制限することにし
たのである。
⚒．2018 年 11 月国民投票
2.1 同性婚反対団体・推進団体からの国民投票案の提出
ところが，本解釈が示された当日，同性婚に反対する幸福聯盟は，記者会見
を開き，「婚姻」を「親密性と排他性を具える永久の結合関係」と捉える「憲
法解釈の結果を受け入れることができない」との見解を主張し，「立法院が児
童の権益を害し，婚姻の定義を改める法律を提出することを阻止するために」，
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「大法官が独断で定義した人民の婚姻家庭を拒絶し」，「立法院に速やかに公民
投票法を改正し，人民が民権を直接行使し，重大な課題を決定できるように呼
びかけていく」22)ことを明らかにした23)。幸福聯盟は，その後，同性婚に関す
る国民投票案として，「あなたは，民法の婚姻規定は一男一女の結合に限定す
べきであることに同意するか」（2018 年⚑月 24 日）24)と「あなたは，婚姻の定
義が一男一女の結合であるという前提を改めないで，特別法を以って同性の⚒
人が永久の共同生活を営む権益を保障することに同意するか」（⚒月⚙日）25)
を，国民投票に関する事務を管理する常設の選挙管理機関の⚑つである中央選
挙委員会26)に提出した27)。
そして，中央選挙委員会は，⚔月 17 日，幸福聯盟による国民投票案が公民
投票法の規定28)に合致し，審査を通過したと発表した29)。これを受けて幸福
聯盟は，これらの国民投票案を提出した理由として「異
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22）「大法官同性婚姻釋憲案記者會聲明稿」下一代幸福聯盟ウェブサイト（https://taiwanfamily.
com/102375）（閲覧日：2019 年 11 月 24 日）。
23） これまでの台湾における国民投票の制定及び実施については，石原忠浩「台湾住民投票と選
挙：陳水ἷ政権時代の住民投票を事例に」交流 932 号（2018 年）⚑頁，山形勝義「台湾におけ
る公民投票法の制定過程と国民投票の実施」アジア文化研究所研究年報 53 巻（2019 年）101 頁
参照。
24） 下一代幸福聯盟公投提案 邀請安定力量共創台灣新局」下一代幸福聯盟ウェブサイト（http
s://taiwanfamily.com/102942）（閲覧日：2019 年 11 月 24 日）。
25）「〈婚姻家庭 全民決定 另立專法 保障權益〉公投提案記者會」下一代幸福聯盟ウェブサイト
（https://taiwanfamily.com/102976）参照（閲覧日：2019 年 11 月 24 日）。
26）「台湾では，選挙，罷免および『公民投票』（レファレンダム）に関する事務を管理する常設
の選挙管理機関として，中央には中央選挙委員会」「が置かれている」。「中央選挙委員会の組織
や業務を定めた中央選挙委員会組織法には，その業務として以下の⚗項目が挙げられている
（第⚖条）。⚑．選挙，罷免，公民投票事務の総合企画。⚒．選挙，罷免，公民投票事務の処理
および指揮・監督。⚓．選挙区画の計画・処理。⚔．選挙，罷免，公民投票監視事務の処理。
⚕．政党および候補者の選挙運動資金の補助。⚖．選挙，罷免，公民投票に関連する選挙管理
に関する法規の制定，修正および廃止の提案。⚗．その他選挙，罷免，公民投票に関連する事
項」である（松本充豊「台湾における選挙管理」交流 929 号（2018 年）33 頁以下）。
27） これら⚒つの提案のほかに，幸福聯盟は，2018 年⚑月 31 日に「あなたは，国民教育の段階
（国中及び国小）で，教育部及び各級学校が学生に対して性別平等教育法施行細則の定める
LGBT 教育を実施すべきではないとすることに同意するか」を提案した（「曾獻瑩領銜提出
『你是否同意在國民教育階段內（國中及國小），教育部及各級學校不應對學生實施性別平等教育
法施行細則所定之同志教育？』全國性公民投票案」中央選挙委員会ウェブサイト（https://ww
w.cec.gov.tw/referendum/cms/proposal/27240）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚒日））。
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法で同じ性別の⚒人の結合関係を保障すると，法改正のための莫大なコストが
必要となり，現在の異性間の婚姻を主とする法律体系に影響を与えることにな
る」（傍点引用者）と述べた30)。
他方で，同性婚を推進する台湾伴侶権益推動聯盟（以下「推動聯盟」という）
は，⚔月 18 日，幸福聯盟による国民投票案の審査通過を受けて「大法官によ
る憲法解釈は，同性間
・ ・ ・
の
・
婚姻
・ ・
の
・
自由
・ ・
を
・
承認
・ ・
した
・ ・
が，民法の婚姻章を改正する
か，民法で保障するか，特別法を制定するかは，立法者の裁量に属すると述べ
ている」（傍点引用者）との認識の下，「同性婚に反対する国民投票案は，明ら
かに違憲違法のおそれがあり，『中央選挙委員会が憲法及び釈字 748 号を形骸
化させ，審査を通過させることで，民主と人権を損なわせるので，我々は，厳
重に抗議する』」との意見を表明した31)。そして，同性婚を推進する団体であ
る平権前夕・彩虹起義は，⚔月 27 日に「あなたは，同じ性別の⚒人が婚姻関
係を成立させることを民法の婚姻章で保障することに同意するか」という国民
投票案32)を中央選挙委員会に提出したのである33)。中央選挙委員会は，⚗月
⚓日に，この国民投票案が公民投票法の規定に合致し，審査を通過したと発表
した34)。
その後 10 月 24 日，中央選挙委員会は，11 月 24 日の統一地方選挙と同時
に，国民投票を実施するとして，10 項目の国民投票案を公示した35)。
28） 公民投票法の条文は，全國法規資料庫ウェブサイト（https://law.moj.gov.tw/LawClass/La
wAll.aspx?pcode=D0020050）参照。
公民投票法 10 条⚑項は，「国民投票案を提案するための人数は，直近の総統，副総統選挙の
選挙人総数の⚑万分の⚑以上に達しなければならない」と規定し，同法 12 条⚑項は，国民投票
案が成立するための「署名人数は，直近の総統，副総統選挙の選挙人総数の 100 分の 1.5 以上
に達しなければならない」と規定する。
29）「中選會委員會議審議通過⚔項全國性公民投票案提案」中央選挙委員会ウェブサイト（https
://www.cec.gov.tw/central/cms/107news/27210）参照（閲覧日：2019 年 11 月 26 日）。
30）「公投起跑 呼籲全民用公投捍衛婚姻家庭及兒少教育」下一代幸福聯盟ウェブサイト（https:/
/taiwanfamily.com/103177）参照（閲覧日：2019 年 11 月 25 日）。
31）「中選會通過三個反同公投，三個公投內容是什麼，我們可以如何行動？」台湾伴侶権益推動
連盟ウェブサイト（https://tapcpr.org/hot-news/news-media/2018/04/18/中選會通過三個反同
公投-三個公投內容是什麼 -我們可以如何行動？）（閲覧日：2019 年 11 月 28 日）。
32）「苗博雅領銜提出『您是否同意，以民法婚姻章保障同性別二人建立婚姻關係？』全國性公民
投票案」中央選挙委員会ウェブサイト（https://www.cec.gov.tw/referendum/cms/proposal/2
7296）参照（閲覧日：2019 年 11 月 28 日）。
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2.2 同性間の人的結合関係を「婚姻」と解するか
これらの同性婚に関する国民投票案の提出に着目すると，そこで提起された
問題は，①同性間の人的結合関係を「婚姻」と解するか否か，②同性間の人的
結合関係を，民法を改正して保障するのか，それとも特別法を制定して保障す
るのか，であった36)。すなわち，同性婚に反対する幸福聯盟は，①「異性間
の婚姻と同性間の結合関係」には，「生理的，心理的そして社会的な理解にお
ける大きな差異」，つまり「本質上の差異」があるから，「一男一女の結合関係
を成立すること」だけを「婚姻」と解する。したがって，②同性間の人的結合
関係に「婚姻」や「結婚」という文言を使用することを否定し37)，民法を改
正するのではなく，特別法で同性間の人的結合関係を保障することを主張す
る。これに対して，同性婚を推進する団体は，①本解釈に基づき，「親密性と
排他性を具える永久の結合関係を成立させること」を「婚姻」と解する。した
がって，②同性間の人的結合関係に「婚姻」という文言を使用することを肯定
し，民法を改正して同性間の人的結合関係を保障することを主張するのであ
る。
33） 平権前夕・彩虹起義は，2018 年⚔月 27 日，この提案のほかに「あなたは，『性別平等教育
法』が国民教育の各段階で性別平等教育を実施することを明文で定め，その内容として感情教
育，性教育，LGBT 教育等のカリキュラムを含むべきであるとすることに同意するか」を提案
した（「王鼎棫領銜提出『您是否同意，以『性別平等教育法』明定在國民教育各階段內實施性別
平等教育，且內容應涵蓋情感教育，性教育，同志教育等課程？』全國性公民投票案」中央選挙
委員会ウェブサイト（https://www.cec.gov.tw/referendum/cms/proposal/27298）参照（閲覧
日：2019 年 12 月⚒日））。
34）「中選會委員會議審議⚗項全國性公民投票提案」中央選挙委員会ウェブサイト（https://ww
w.cec.gov.tw/referendum/cms/news/27497）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚒日）。
35） 上述の⚕項目の国民投票案のほかに，「あなたは，『毎年平均⚑％引き下げる』という方法で
火力発電所の発電量を年々引き下げることに同意するか」，「あなたは，『あらゆる火力発電所或
いは発電ユニット（深澳火力発電所の拡張を含む）の新たな建設，拡張を停止する』というエ
ネルギー政策に同意するか」，「あなたは，政府が日本の福島の 311 原子力災害の関連地区，福
島と周辺⚔県（Ἒ城，栃木，群馬，千葉）等の地区の農産物と食品の輸入禁止を継続すること
に同意するか」，「あなたは，『台湾』（Taiwan）の名称で全ての国際競技大会と 2020 年東京オ
リンピックに参加を申請することに同意するか」，「あなたは，電業法第 95 条第⚑項，すなわち
「原子力発電プラントは，2025 年までに全ての運転を停止しなければならない」という条文を
削除することに同意するか」という国民投票案が公示された。
36） 佐々木宏「台湾，深化する多様性 アジア初の同性婚法を実現」メディア展望 693 号（2019
年）26 頁参照。
37） 佐々木・同上，同頁参照。
立教法学 第 102 号（2020)
198
総じていうと，同性婚に関する国民投票案は，「婚姻」とは何かという根源
的な問いを投げかけたといえよう。すなわち，「婚姻」には，同性間の人的結
合関係にはない「生理的，心理的そして社会的な理解」における「本質上の差
異」があるから，「一男一女の結合関係を成立すること」だけを「婚姻」と解
するのか，それとも，そのような「本質上の差異」を打ち破り，「親密性と排
他性を具える永久の結合関係を成立させること」を「婚姻」と解するのか，と
いう非常に難しい問題を投げかけたのである。
2.3 同性間の人的結合関係は「婚姻」ではない
国民投票は，11 月 24 日に実施され，その結果は，中央選挙委員会により 11
月 30 日に公表された38)。国民投票案は，「有効賛成票数が反対票数を上回り，
有効賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑以上に達することで，可決される」（公
民投票法 29 条）。今回の国民投票の場合，有効賛成票数が反対票数を上回り，
有効賛成票数が有権者総数（19,757,067 人）の⚔分の⚑以上（4,939,267 人以
上）に達することで，国民投票案が可決されることになった。
今回の国民投票により，同性婚に反対する幸福聯盟による⚒つの提案は可決
され，同性婚を推進する平権前夕・彩虹起義による⚑つの提案は否決された。
その詳細は，次のとおりである39)。まず，「あなたは，民法の婚姻規定は一男
一女の結合に限定すべきであることに同意するか」は，有効票数が
10,565,437 票で，そのうち賛成票数が 7,658,008 票で，反対票数が 2,907,429
票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えた（38.76％）ので可決さ
れた。次に，「あなたは，婚姻の定義が一男一女の結合であるという前提を改
めないで，特別法を以って同性の⚒人が永久の共同生活を営む権益を保障する
ことに同意するか」は，有効票数が 10,474,219 票で，そのうち賛成票数が
6,401,748 票で，反対票数が 4,072,471 票となり，賛成票数が有権者総数の⚔
分の⚑を超えた（32.40％）ので可決された。最後に，「あなたは，同じ性別の
⚒人が婚姻関係を成立させることを民法の婚姻章で保障することに同意する
か」は，有効票数が 10,331,983 票で，そのうち賛成票数が 3,382,286 票で，
38） 公民投票法 30 条⚑項は，「公民投票の提案が可決された場合，当該投票を管轄する選挙委員
会は，投票終了⚗日以内に公民投票の結果を公表しなければならない，と規定する。
39）「中選會發布全國性公民投票案第⚗案至第 16 案投票結果公告」中央選挙委員会ウェブサイト
（https://www.cec.gov.tw/referendum/cms/news/29588）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚒日）。
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反対票数が 6,949,697 票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えなか
った（17.12％）ので否決されたのである40)。
この国民投票の結果に基づくと，①同性間の人的結合関係は「婚姻」ではな
いので，②同性間の人的結合関係は，特別法を制定して保障することになるは
ずだった。しかし，行政院院長の頼清徳は「国民投票の結果を尊重する」との
認識を示しつつも，「⚓か月以内に同性婚
・ ・ ・
〔同性
・ ・
婚姻
・ ・
〕に関する特別法を起草
して立法院に送付する」（傍点引用者）との見解を示した41)。行政院は，同性
間の人的結合関係を「婚姻」と解した上で，国民投票の結果を尊重して，敢え
40） 上述の⚓つの国民投票案以外の結果は，次のとおりである。
可決された国民投票案は，⚕つである。①「あなたは，『毎年平均⚑％引き下げる』という方
法で火力発電所の発電量を年々引き下げることに同意するか」は，有効票数が 10,064,910 票
で，そのうち賛成票数が 7,955,753 票で，反対票数が 2,109,157 票となり，賛成票数が有権者
総数の⚔分の⚑を超えた（40.27％）ので可決された。②「あなたは，『あらゆる火力発電所或
いは発電ユニット（深澳火力発電所の拡張を含む）の新たな建設，拡張を停止する』というエ
ネルギー政策に同意するか」は，有効票数が 9,945,583 票で，そのうち賛成票数が 7,599,267
票で，反対票数が 2,346,316 票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えた（38.46％）
ので可決された。③「あなたは，政府が日本の福島の 311 原子力災害の関連地区，福島と周辺
⚔県（Ἒ城，栃木，群馬，千葉）等の地区の農産物と食品の輸入禁止を継続することに同意す
るか」は，有効票数が 10,023,281 票で，そのうち賛成票数が 7,791,856 票で，反対票数が
2,231,425 票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えた（39.44％）ので可決された。
④「あなたは，国民教育の段階（国中及び国小）で，教育部及び各級学校が学生に対して性別
平等教育法施行細則の定める LGBT教育を実施すべきではないとすることに同意するか」は，
有効票数が 10,503,003 票で，そのうち賛成票数が 7,083,379 票で，反対票数が 3,419,624 票と
なり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えた（35.85％）ので可決された。⑤「あなたは，
電業法第 95 条第⚑項，すなわち「原子力発電プラントは，2025 年までに全ての運転を停止し
なければならない」という条文を削除することに同意するか」は，有効票数が 9,909,775 票で，
そのうち賛成票数が 5,895,560 票で，反対票数が 4,014,215 票となり，賛成票数が有権者総数
の⚔分の⚑を超えた（29.84％）ので可決された。
これに対して，否決された国民投票案は，⚒つである。①「あなたは，『台湾』（Taiwan）の
名称で全ての国際競技大会と 2020 年東京オリンピックに参加を申請することに同意するか」
は，有効票数が 10,537,642 票で，そのうち賛成票数が 4,763,086 票で，反対票数が 5,774,556
票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えなかった（24.11％）ので否決された。②
「あなたは，『性別平等教育法』が国民教育の各段階で性別平等教育を実施することを明文で定
め，その内容として感情教育，性教育，LGBT 教育等のカリキュラムを含むべきであるとする
ことに同意するか」は，有効票数が 10,312,836 票で，そのうち賛成票数が 3,507,665 票で，反
対票数が 6,805,171 票となり，賛成票数が有権者総数の⚔分の⚑を超えなかった（17.75％）の
で否決された（「中選會發布全國性公民投票案第⚗案至第 16 案投票結果公告」（中央選挙委員会
ウェブサイト（https://www.cec.gov.tw/referendum/cms/news/29588）参照（閲覧日：2019
年 12 月⚒日））。
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て特別法を制定することにしたのである。そして，台湾の先住民族〔原住民〕
の⚑つであるアミ〔阿美〕族出身のコラス・ヨタカ〔谷辣斯・尤達卡〕（Kolas
Yotaka）行政院報道官〔行政院發言人〕は，公民投票法の規定42)に基づき，行
政院は国民投票の結果の公表後⚓か月以内に，すなわち 2019 年⚓月までに草
案を提出し，特別法を作成しなければならないと語った43)。
2.4 司法院大法官の憲法解釈と国民投票の結果の法的効力関係
では，本解釈と国民投票の結果は，どのような法的効力関係にあるのだろう
か。今回の国民投票は，本解釈と異なり，同性間の人的結合関係を「婚姻」で
はないとの結果を示したからである。同性間の人的結合関係は，本解釈に基づ
き，「婚姻」と捉えることになるのだろうか，それとも国民投票の結果に基づ
き，「婚姻」ではないと捉えることになるのだろうか。
中華民国憲法44)は，裁判官の職権行使の独立について，「裁判官は，党派を
超えて，法律に基づき独立して裁判しなければならず，如何なる干渉も受けな
い」（80 条）と規定する。この規定を受けて，裁判官法〔法官法〕45)は，「裁判
官は，憲法及び法律に基づき，良心に従い，超然，独立，公正に裁判し，如何
なる干渉も受けない」（13 条⚑項）と規定する。裁判官である司法院大法官46)
も，「憲法及び法律に基づき，良心に従い，超然，独立，公正に裁判し，如何
なる干渉も受けない」ことになる。また，「司法院大法官の憲法解釈は，憲法
本文と同じ位置付けであり，公民投票は，法律と同じ位置付けにすぎないこと
41） 林偉信「同婚公投受挫 立法院：若立法不許同性結婚 可聲請釋憲」中國時報 2018 年 11 月 29
日（https://www.chinatimes.com/realtimenews/20181129004745-260402?chdtv）参照（閲覧
日：2019 年 12 月⚖日）。
42） 公民投票法 30 条⚑項⚒号は，「法律，自治条例の立法原則の提案（イニシアティブ）につい
て，行政院，直轄市，県（市）政府は，⚓か月以内に関連する法律案，自治条例案を起草し，
立法院，直轄市議会，県（市）議会での審議のために送付しなければならない。立法院，直轄
市議会，県（市）議会は，次の会期の閉会前に審議手続を終えなければならない」と規定する。
43） 林麒瑋 =林河名「同婚專法明年⚓月前提案…柯建銘：大家心裡有底」聯合報 2018 年 12 月⚗
日（https://udn.com/news/story/6656/3523123）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
44） 中華民国憲法の条文は，全國法規資料庫ウェブサイト（https://law.moj.gov.tw/LawClass/
LawAll.aspx?pcode=A0000001）参照。
45） 法官法の条文は，全國法規資料庫ウェブサイト（https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.
aspx?pcode=A0030243）参照。
46） 法官法⚒条⚑項は「本法にいう裁判官とは，以下の各号の人員を指す」と規定し，同条同項
⚑号に「司法院大法官」を挙げる。
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から，憲法は，当然に法律よりも上位に位置する」47)との見解もある。これら
の規定や見解に基づくと，司法院大法官の憲法解釈は，国民多数の民意が反映
されている国民投票の結果から独立しており，国民投票の結果よりも上位に位
置することになるので，同性間の人的結合関係は，「婚姻」と解することにな
るのである。
しかし，こうした裁判官の職権行使の独立を強調する見解に対しては，国民
多数の民意を重視する立場からの有力な批判がある。すなわち，「公民投票は
人民が法律を創造する権限を行使することであり，その効力は，司法院大法官
が法律を解釈する権限よりも勝る」48)との見解である。この見解に基づくと，
国民多数の民意を反映している国民投票の結果は，国民多数の民意により直接
選ばれたのではない司法院大法官の憲法解釈に勝ることになるので，同性間の
人的結合関係は，「婚姻」ではないと解されることになるのである。もっとも，
こうした国民多数の民意を重視する見解に対しては，本解釈が判示するよう
に，婚姻の自由が「人格の健全な発展と人間の尊厳を守ることに関わり，重要
な基本権（a fundamental right）であ」ることに鑑みると，「婚姻」概念を国民
多数の民意を重視して決定することが妥当であるのか疑問が残る。
以上のような重要な論点を含む司法院大法官の憲法解釈と国民投票の結果の
法的効力関係については，稿を改めて論じることにしたい。
⚓．司法院釈字第 748 号解釈施行法の制定
3.1 特別法の名称
2018 年 12 月⚘日，民進党の立法院委員（議員）団幹事長の李俊俋は，今回
の国民投票の結果に基づき，特別法を制定することになったが，民進党内で同
性婚に関する特別法を同性婚姻法，同性パートナーシップ法〔同性伴侶法〕，
或いは共同生活法として制定するのかにつき共通認識が無いので，詳細な議論
をする必要があると語った49)。
こうしたなか，同性婚に反対する人々やそれを推進する人々は，様々な活動
47）「聯合報社論 同婚專法對立鴻溝 解法唯『願否扛責』而已」聯合報 2019 年⚕月⚖日（https:
//udn.com/news/story/7338/3795323）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
48）「聯合報社論 同婚專法對立鴻溝 解法唯『願否扛責』而已」聯合報 2019 年⚕月⚖日（https:
//udn.com/news/story/7338/3795323）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
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を行い，行政院による特別法の起草に対して影響を及ぼそうとした。台湾最大
のキリスト教の教派である台湾基督長老教会は，12 月 17 日，記者会見を開
き，「台湾基督長老教会の同性婚に関する書信〔台灣基督長老教會同志婚姻議
題牧函〕」（2014 年）の精神に従い，大法官の憲法解釈及び国民投票の結果に基
づき，法律で保障し，同性愛者に関心を寄せるべきであるとの声明を発表し
た50)。もっとも，この書信は，婚姻と家庭が人類社会で最も重要な制度の⚑
つであり，「婚姻は，生殖〔生育〕と子どもの養育の機能を具えており，生殖
と子どもの養育は社会で代々受け継がれるものであるから，世界各国において
法律で一男一女の婚姻関係を保障するのである」と述べていた。台湾基督長老
教会は，同性婚に反対する立場から，「婚姻」を一男一女の結合関係に限定し
た上で，法案を起草すべきであると主張したのである。他方で，同性婚を推進
する推動聯盟などは，2019 年⚑月 16 日，記者会見を開き，行政院院長の蘇貞
昌に「婚姻」という名称を用いた同性婚法案を提出し，同性愛者の家庭を平等
に保障することが憲法の要請に合致することであると呼びかけた51)。
その後，行政院報道官のコラス・ヨタカは，⚒月 10 日，現在法務部が法案
を起草しており，それを⚒月末までには立法院に送付したいと語った52)。
しかし，同性婚を推進する団体が支持する同性婚姻法か，同性婚に反対する
団体が納得する同性共同生活法か，特別法の名称に「婚姻」の⚒文字を入れる
か否かが論争の伴となったことから，特別法の名称を決定して，その法案を⚒
月末までに立法院に送付することは非常に難しかった。⚒月 19 日の行政院会
議において，行政院院長の蘇貞昌は，法案の内容を見ていないと述べ，法務部
長の蔡清祥も，「婚姻」という文言を法案の名称に入れるかについて，賛成意
見と反対意見の双方からコンセンサスが得られるよう説明を尽くしたいと述べ
ていた53)。
法案起草の見通しが立たない状況のなか，同性婚に反対する団体は，⚒月
49） 余靖瑩 =劉宛琳「同婚專法 李俊俋：盼明年 524 前完成立法」聯合報 2018 年 12 月⚘日（htt
ps://udn.com/news/story/6656/3525619）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
50）「長老教會：在釋憲與公投結果下 立法保障同志」聯合報 2018 年 12 月 17 日（https://udn.co
m/news/story/6656/3541525）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
51） 何定照「同婚法案怎麼走？ 性別團體籲蘇貞昌衝衝衝」聯合報 2019 年⚑月 16 日（https://ud
n.com/news/story/6656/3596361）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
52）「同婚專法意見待整合 立法時間緊迫」聯合報 2019 年⚒月 10 日（https://udn.com/news/sto
ry/6656/3635914）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
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19 日の夜に提灯を持って行政院の周囲をデモ行進することを呼びかけた。デ
モ隊は，同性間の人的結合関係を「婚姻」に含めて定義することは，国民投票
における 700 万以上の民意を全く無視することであり，「婚姻」は一男一女に
限られるから同性共同生活法を制定すべきであり，行政院が同性婚特別法や
「婚姻」と等しい内容の同性パートナーシップ法を起草することは，民意を全
く受け入れていないことになると主張し，国民投票の結果を実現するよう訴え
た54)。
3.2 同性間の人的結合関係は「婚姻」か「家族関係」か
翌⚒月 20 日，行政院は，同性婚を推進する団体と反対する団体のどちらか
一方の機嫌を損ねることを避けるため，司法院釈字第 748 号解釈施行法という
中立的な名称を用いることを決定し，⚒月 21 日に，本法案を行政院会議で採
択し，立法院に送付する55)ことにした56)。同性婚を推進する団体である婚姻
平権大平台は，このような中立的な名称を用いたことに対して，行政院が非常
に大きな圧力の下で，本解釈に合致する法案を提出しようと努力し，同性愛者
の婚姻の自由を保障しようとするものであると肯定的に評価した57)。
こうした肯定的な評価に対して，同性婚に反対する幸福聯盟は，本法案では
「婚姻」という文言の使用を避けたが，実質的には民法が同性の⚒人に準用さ
れることになり，立法責任を充分に果たさず，人びとを愚能する疑いがあり，
より大きな問題をもたらすのは必至であると批判した58)。そして幸福聯盟は，
⚓月⚔日，本法案の対案として，同性間の人的結合関係を「婚姻」ではなく，
53） 張文馨「同婚法案周四政院闖關 蘇貞昌：定如期提出」聯合報 2019 年⚒月 19 日（https://ud
n.com/news/story/6656/3652026）参照。（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
54） 陳熙文「反同團體元宵繞行政院 政院：遵公投提專法」聯合報 2019 日⚒月 19 日（https://ud
n.com/news/story/7314/3653166）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
55） 司法院釋字第 748 號解釋施行法の具体的な立法過程については，立法院法律系統ウェブサイ
ト（https://lis.ly.gov.tw/lglawc/lawsingle?003B4A746F81000000000000000001E0000000050000
00^07149108051700^0004A001001）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日），
56） 陳熙文「同婚專法敲定名稱『司法院釋字第 748 號解釋施行法』」聯合報 2019 年⚒月 20 日
（https://udn.com/news/story/12837/3655367）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚗日）。
57） 葉冠妤「同婚專法出爐 同志團體：肯定行政院努力合憲」聯合報 2019 年⚒月 20 日（https://
udn.com/news/story/12837/3655489）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚘日）。
58）「同婚專法草案 反同團體：便宜行事」聯合報 2019 年⚒月 20 日（https://udn.com/news/sto
ry/12837/3655670）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚘日）。
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「家族関係〔家属関係〕」と明確に定義する公投第 12 案施行法草案（反対案）
を提出するために，国民党立法委員団を訪問した59)。
本法案は，⚓月⚕日，立法院第一読会60)での審議を経て，可決された（賛成
59 票，反対 24 票，棄権⚕票）ので，第二読会に送付されて，与野党協議に付さ
れることになった61)。他方で，反対案は，同性婚に反対する国民党の立法委
員だけでなく，同性婚に賛成するはずの民進党の一部の立法委員の支持をも得
て，立法院に提案された62)。そして⚓月 15 日，反対案は，第一読会での審議
を経て，可決されたので，第二読会に送付されて，本法案と共に与野党協議に
付されることになった63)。
本解釈が示した 2019 年⚕月 24 日という同性婚に関する立法期限が迫るな
か，立法院では，⚕月初めに与野党協議が始まった。本法案に対しては，民法
の婚姻規定の多くが準用されているので，同性婚に反対する団体から，国民投
票の結果に反するとの反発がみられた。逆に，反対案に対しては，「婚姻」の
⚒文字を使用することに断固として反対し，幸福聯盟が制定を主張する同性共
同生活法64)を踏襲するものであったので，同性婚を推進する団体から，本解
釈に反するとの反発がみられた。このように同性婚に反対する団体と賛成する
団体の主張には，大きな隔たりがあり，コンセンサスを得ることが非常に難し
かった65)。
59） 陳熙文「反同專法內容搶先曝光 定義同性婚姻為『家屬關係』」聯合報 2019 年⚓月⚔日（htt
ps://udn.com/news/story/12837/3676446）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
60） 中華民国憲法 63 条は，「立法院は，法律案，予算案，戒厳案，大赦案，宣戦案，講和案，条
約案及び国家のその他の重要事項を議決する権限を有する」と規定する。そして，立法院職権
行使法⚗条は，「立法院は，憲法第 63 条の規定に従い議決する議案につき，法律案，予算案に
ついては三読会での議決を経なければならないが，その他の議案については二読会での議決を
経なければならない」と規定する。
61） 丘采薇 =Ṅ媁「同婚專法草案逕付二讀 ⚕綠委棄權 12 藍委未出席」聯合報 2019 年⚓月⚖日
（https://udn.com/news/story/12837/3679869）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
62） 陳熙文 =Ṅ媁「反同提案反制 藍綠十餘立委連署」聯合報 2019 年⚓月⚕日（https://udn.co
m/news/story/12837/3677660）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
63） 林麒瑋 =張文馨 =徐偉真「反同婚法案逕付二讀 將與同婚專法併案協商」聯合報 2019 年⚓月
16 日（https://udn.com/news/story/6656/3700333）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
64） 曾獻瑩「公投第 12 案 另立同性共同生活法」蘋果日報 2018 年 12 月⚒日（https://tw.appled
aily.com/headline/daily/20181202/38195230/）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）
65） 陳熙文「同婚修法 本周朝野協商」聯合報 2019 年⚔月 29 日（https://udn.com/news/story/
13000/3782600）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
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この局面を打開するため，超党派の立法委員らは，本法案と反対案を折衷し
た司法院釈字第 748 号解釈及び公投第 12 案施行法草案（折衷案）を立法院に
提出した。この折衷案は，⚕月⚓日に第二読会に送付されて，本法案，反対案
と共に与野党協議に付されることになった66)。
3.3 司法院釈字第 748 号解釈施行法案の審議
立法院は，⚕月 14 日から本法案，反対案，折衷案の与野党協議を開催し，
逐条検討を行った。もっとも，民進党立法委員団のなかでも，とりわけ台湾中
南部から選出された立法委員は，地元の支持者や同性婚に反対する団体からの
圧力に直面し，折衷案を支持し，本法案を支持しないおそれがあった。民進党
立法委員団は，本法案を全員で支持するか否かを議論する際に，本法案の〔婚
姻関係〕という文言を，折衷案の〔結合関係〕という文言に改めるかをめぐり
コンセンサスを得ることができなかったからである67)。他方で，国民党立法
委員団のなかにも，本法案，反対案，折衷案のそれぞれを支持する意見が存在
していた68)。
本法案，反対案，折衷案の逐条討論が終わったが，コンセンサスを得られた
条文は多くなかった69)。このような状況ではあったが，本解釈が示した 2019
年⚕月 24 日という同性婚に関する立法期限が迫っていることから，本法案，
反対案，折衷案の⚓つの草案は，⚕月 17 日の採決に委ねられ，第三読会を終
える見通しとなった70)。
立法院での採決を控えて，民進党立法委員団内のコンセンサスを得るため
に，⚕月 16 日の午後，行政院院長の蘇貞昌は，行政立法協調会報を開催した。
この会において，蘇貞昌は，民進党の立法委員に一致団結して，本法案を支持
66）「聯合報社論 同婚專法對立鴻溝 解法唯『願否扛責』而已」聯合報 2019 年⚕月⚖日（https:
//udn.com/news/story/7338/3795323）参照（閲覧日：2019 年 12 月⚙日）。
67） 陳熙文「支持院版同婚草案？民進黨團擬組小組統整意見」聯合報 2019 年⚕月 12 日（https:
//udn.com/news/story/12837/3808842）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
68） 陳熙文 =Ṅ媁「政院版同婚專法拚本周三讀 過關有變數」聯合報 2019 年⚕月 13 日（https://
udn.com/news/story/12837/3809108）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
69） 陳熙文「同婚專法協商「防偽條款」有共識不採納」聯合報 2019 年⚕月 14 日（https://udn.c
om/news/story/12837/3812069）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
70） 陳熙文「同婚專法周五拚三讀 政院版府院固票」聯合報 2019 年⚕月 15 日（https://udn.com
/news/story/12837/3813195）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
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することを求めた。これに対し，民進党立法委員団幹事長の管碧玲は，本法案
の⚓つの条文を改める本法修正案を提出した。すなわち，①本法案第⚑条「同
じ性別の⚒人が共同生活を営む目的で，親密性と排他性を有する永久の結合関
係を成立させ，婚姻の自由の平等な保護を実現するために，本法を制定する」
を「司法院釈字第 748 号解釈の施行を実現するため，本法を制定する」に改め
る，②本法案第⚒条「同性婚姻関係とは，同じ性別の⚒人が共同生活を営むと
いう目的のために，親密性と排他性を有する永久の結合関係を成立させること
をいう」を「同じ性別の⚒人は，共同生活を営むという目的のために，親密性
と排他性を有する永久の結合関係を設けることができる」に改める，③本法案
第⚔条「第⚒条の関係を成立させるには，書面を以ってこれを為し，⚒人以上
の証人の署名がなければならず，双方当事者が戸政機関に登記を行わなければ
ならない」を「第⚒条の関係を設けるには，書面を以ってこれを為し，⚒人以
上の証人の署名がなければならない。双方当事者が司法院釈字第 748 号解釈の
趣旨及び本法に基づき，戸政機関で結婚登記を行わなければならない」に改め
る，というものであった71)。民進党立法委員団幹事長が本法修正案を提出し
たことにより，民進党立法委員団は，「文言を微調整しても，内容は変わらな
い」と解せるようになり，本法案を基本的に支持することができるようになっ
たのである72)。
こうして⚕月 17 日，立法院において採決が行われ，司法院釈字第 748 号解
釈施行法73)が賛成 68 票，反対 27 票，棄権⚕票で可決されたのである74)。
3.4 政治的に対立する事柄に対する憲法判断のあり方
本法の審議過程に焦点を当てると，最も激しい論争を引き起こしたのは，同
性間の人的結合関係を婚姻関係（本法案）と捉えるのか，家族関係（反対案）
と捉えるのか，結合関係（折衷案）と捉えるのかということであった75)。その
71） Ṅ鴻達「同婚專法草案條文曝光 行政院版，修正版比一比」聯合報 2019 年⚕月 16 日（https:
//udn.com/news/story/12837/3817146）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
72） 林河名「同婚立法明決戰 綠委將「團進團出」支持黨團再修正版」聯合報 2019 年⚕月 16 日
（https://udn.com/news/story/12837/3817130）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
73） 司法院釈字第 748 号解釈施行法の概要については，蔡・前掲Ḽ⚙）3-5 頁参照。
74） 徐偉真「同婚專法開始表決 草案名稱⚕綠委沒投票」聯合報 2019 年⚕月 17 日（https://udn.
com/news/story/12837/3818318）参照（閲覧日：2019 年 12 月 10 日）。
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結果，本法案第⚑条から「婚姻の自由の平等な保護を実現するため」等の文言
が削除され，本法第⚑条では「司法院釈字第 748 号解釈の施行を実現するた
め」に改められ，本法案第⚒条から「婚姻関係」等の文言が削除され，本法第
⚒条では「永久の結合関係」に留めておくことになり，本法第⚔条に「結婚登
記を行う」を付け加えることで，調整を図ったのである。
本法を制定する過程で行われた激しい議論を観察していると，婚姻を包摂す
る「家族関係は，世代を追って文化や価値を伝えていくという意味で，社会の
多元性の維持にとって基本的な条件である」76)ということが想起される。現
在，同性間の人的結合関係を法律上の制度としての「婚姻」と捉えるか否か
は，「世代を追って文化や価値を伝えていく」という観点や「社会の多元性の
維持」という観点から検討することが求められている77)。本法を制定する過
程では，まさに同性間の人的結合関係が「世代を追って文化や価値を伝えてい
くという意味で，社会の多元性の維持にとって基本的な条件である」といえる
か否か，つまり「法律が承認する婚姻がもつ正統性」78)が争点となったのであ
る。
では，このように世論が政治的に大きく対立する事柄に対して，司法院大法
官は，どのように憲法判断を行うべきなのだろうか。本解釈のように，婚姻の
自由が「人格の健全な発展と人間の尊厳を守ることに関わり，重要な基本権
（a fundamental right）であ」ることを強調して，そのような「婚姻の自由の平
等な保障を達成」するために，「関係機関は，本解釈公布の日から⚒年以内に，
本解釈の趣旨に基づき関係する法律を改正或いは制定しなければならない」と
立法裁量を強力に制限しなければ，世論が政治的に大きく対立するなかで，本
法を制定することはできなかったということもできる。こうした点に目を向け
ると，司法院大法官は，人権感覚にᷓれた憲法解釈を行ったということができ
る。しかし他方で，世論が政治的に大きく対立するなかで，司法院大法官が，
75） 蔡・前掲Ḽ⚙）⚒頁参照。この論稿は，本法案，反対案，折衷案を比較し，相違点を明確に
指摘している。
76） 佐藤・前掲Ḽ 15）190 頁。
77） 田代亜紀「現代『家族』の問題と憲法学」佐々木弘通 =宍戸常寿編『現代社会と憲法学』
（弘文堂，2015 年）80 頁以下参照。
78） 齊藤笑美子「カップルの特別扱いに合理性はあるか？」谷口洋幸 =綾部六郎 =池田弘乃編
『セクシュアリティと法 身体・社会・言説との交錯』（法律文化社，2017 年）68 頁。
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結果的に「一方側に大きな政治的援護射撃となるような大きな判例法理の全体
像を述べて政治的な対立に結果的に介入する」79)ことになったと評することも
できよう。
司法院大法官には，政治的な対立に巻き込まれることを避けるために，「何
らかの慎重さ」80)が求められているように思われる。例えば，「法令の違憲審
査を行う場合は，対象となった法令，法制度が，どのような社会的実態（いわ
ゆる当該法制度を支える様々な具体的な立法事実の状況）を前提としたものであ
り，対象行為によりどのようなあるいはどの程度の弊害等が生じ（違法性の程
度），それを避けるためにどのような行為を捉えて規制しようとしているのか，
その範囲がどのような理由・根拠によって決められたのかが問題にされ，さら
に，その規制が，それにより得られる利益との関係で過剰なものではないのか
等々の具体的な諸事情」を「具体的に丁寧に検討」するのである81)。これら
の諸事情を具体的に丁寧に検討することによって，司法院大法官の憲法解釈
は，政治的な対立のなかにおいても，国民の信頼を得ることができるようにな
るだろう。
このような観点から改めて本解釈を検討すると，本解釈は，具体的な諸事情
を具体的に丁寧に検討したとは言い難いように思われる。本解釈理由書は，性
的指向が同性に向く者に対する別異取扱いについて，「その目的は重要な公共
の利益を追求するものでなければならず，その手段は目的を達成するために必
要な実質的関連性を有しなければならない」という「より厳格な審査基準〔較
為厳格之審査標準〕」を適用して，中華民国民法第⚔親族第⚒婚姻の各規定の
合憲性を判断しなければならないとする。そして，本解釈理由書は，「子孫を
残すことが婚姻に不可欠の要素ではないこと」から，子孫を残すことを理由
に，性的指向が同性に向く者が「親密性と排他性を具える永久の結合関係を成
立させること」できないのは，不合理な差別的取扱いであると判示する。これ
は，性的指向が同性に向く者に対する別異取扱いの目的が子孫を残すことであ
り，その子孫を残すという目的が重要な公共の利益を追求するものではないと
解して違憲となることを意味しているのだろうか。それとも，性的指向が同性
79） 千葉勝美『憲法判例と裁判官の視線 その先に見ていた世界』（有斐閣，2019 年）129 頁。
80） 千葉・同上，同頁。
81） 千葉・同上，121-122 頁。
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に向く者に対する別異取扱いという手段が，子孫を残すという重要な目的を達
成するために必要な実質的関連性を有していないと解して違憲となることを意
味しているのだろうか。本解釈理由書が具体的な諸事情を具体的に丁寧に検討
しなかったことから，同性婚に反対する幸福聯盟が，前述のとおり「異性間の
婚姻と同性間の結合には，生理的，心理的そして社会的な理解において大きな
差異があり，両者に生じる法律問題は同じであるとは限らないことに鑑みる
と，婚姻という方法で同じ性別の⚒人の結合関係を保障すると，法改正のため
の莫大なコストが必要となり，現在の異性間の婚姻を主とする法律体系に影響
を与えることになる」と主張し，国民投票が実施され，世論の政治的対立が深
まることになったともいえよう。
こうした世論の政治的対立を避けるためにも，本解釈理由書は，「婚姻制度
を通じて配分されている具体的な法的権利・利益」82)等の具体的な諸事情を具
体的に丁寧に検討すべきであった。本解釈理由書の論理に即していうと，例え
ば「他の手段によってもその立法目的を達成でき，かつ争われている法令や，
法令の下で具体的に講じられた行為よりも，それがより憲法上の権利を制限す
るものでない時には，争われている法令・行為が違憲になる」といった「目的
と手段の整合性」という観点から実質的関連性の有無83)について具体的な諸
事情を具体的に丁寧に検討すべきであったように思われるのである。
お わ り に
本稿では，国家と個人の中間に位置する団体の⚑つである家族が急激に多様
化しているなかで，国家や構成員たる個人に対して如何なる関係性にあるのか
という問題意識の下，台湾において本解釈が示され，国民投票が実施され，本
法が制定されるまでの過程に着目し，この過程で何が問題提起され，どのよう
に議論されたのかに焦点を当てることで，司法院大法官は，世論が政治的に大
きく対立する事柄に対して，どのように憲法判断を行うべきなのかということ
について考察してきた。本解釈が，法律上の制度としての「婚姻」を「親密性
と排他性を具える永久の結合関係を成立させること」と捉えたことにより，国
82） 齊藤・前掲Ḽ 78）68 頁。
83） 渋谷・前掲Ḽ 11）718 頁。
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民投票が実施され，本法が制定されることになった。この過程において，①同
性間の人的結合関係を「婚姻」と解するか否か，②民法を改正するのか，特別
法を制定するのか，③特別法を制定する場合に，その名称や条文の中に「婚
姻」という文言を入れるか否かという問題提起がなされ，「法律が承認する婚
姻がもつ正統性」が争点となった。このように世論が政治的に大きく対立する
事柄に対して，司法院大法官には，政治的な対立に巻き込まれることを避ける
ために，「何らかの慎重さ」が求められているはずであるが，本解釈は，具体
的な諸事情を具体的に丁寧に検討したとは言い難いものであった。そのため，
同性婚に反対する団体から国民投票の実施が提起され，世論の政治的対立が深
まることになったともいえよう。こうした世論の政治的対立を避けるために
も，司法院大法官による憲法解釈は，具体的な諸事情を具体的に丁寧に検討す
ることが求められているように思われるのである。
日本における同性婚に関する議論においても，「法律が承認する婚姻がもつ
正統性」に関する議論がなされている。今後，このような議論をする際には，
同性カップルもまた，世代を追って文化や価値を伝えていくという意味で，
「社会の多元性の維持」にとって基本的な条件であるということを思い起こし，
同性間の人的結合関係を法律上の制度としての「婚姻」と捉える必要性を「世
代を追って文化や価値を伝えていく」という観点や「社会の多元性の維持」と
いう観点に基づき検討することは勿論のこと，「婚姻制度を通じて配分されて
いる具体的な法的権利・利益」84)等の具体的な諸事情を具体的に丁寧に検討す
ることが求められているように思われるのである。
〔付記〕 本稿は，JSPS 科研費基盤研究(B)19H01436 の助成を受けたものである。
84） 齊藤・前掲Ḽ 78）68 頁。
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